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Ⅰ　労働組合の役割

　労働組合は年々組織率が低下し，存在感を失い
つつある（道幸 2023）。例えば，民間企業で働く
人を対象にした調査では，2003 年から 2022 年に

─出会いとボランティア

かけて，「勤め先に労働組合があるかどうかわか
らない」が 9.7％から 21.8％，労働組合は企業に
対して「何も影響を与えない」が 10.2％から
36.1％，組合員に対しても「何も影響を与えな
い」が 10.6％から 35.7％に増加しており（梅崎 
2024a），人々の労働組合に対する理解は危うく
なっている。この間，日本的雇用システムや労働
市場が大きく変容してきたことを考えれば，労働
組合に対する語りや理解もアップデートする必要
があるだろう。
　労働組合は，法律では「労働者が主体となつて
自主的に労働条件の維持改善その他経済的地位の
向上を図ることを主たる目的として組織する団体

中村　天江
（連合総合生活開発研究所主幹研究員）

社会関係資本としての労働組合

存在感の低下により，労働組合に対する理解があいまいになっている。労働組合は，今
日，経済的・政治的アクターとみなされているが，相互扶助の連帯からなる労働組合は，
元来，極めて社会的な存在である。雇用システムの諸機能に対する語りや理解がアップ
デートされてきたなかで，労働組合の説明は変わらないままとなっている。そこで，社会
関係資本（ソーシャル・キャピタル）理論にもとづき労働組合の機能について考察した。
伝統的な日本的雇用システムにおける企業別労働組合は「結束型」社会関係資本の典型と
みなせるが，本研究では，労働組合が今日，果たしている役割を理解するために「橋渡し
型」社会関係資本としての面に着目した。具体的には，私的な出会いと社会貢献活動への
参加という，個人の水平方向と垂直方向のネットワーク形成に労働組合がどのように寄与
しているのかについて考察した。その結果，労働組合は橋渡し型社会関係資本として機能
していることが確認された。とくに橋渡し型社会関係資本として機能する際，労働組合同
士のネットワークの結束が要になっていることが明らかになった。この発見は内向きの姿
勢を外向きに改めていくことが求められている労働組合にとって実践的な含意となる。な
ぜなら，自組合の外側に複数組合による境界を形成することで，組合員を外に開放しつ
つ，労働組合の中に閉じ込めることが可能になるからである。社会関係資本の研究は膨大
に存在するが，日本の労働組合に関する研究は行われておらず，本研究は労働組合研究に
新たな活路を拓くものである。
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又はその連合団体」と定められているが（労働組
合法第 2 条），学問分野によってそのとらえ方は
異なる。熊沢（2013）は労働組合の機能を，経済
学的には，個別に販売すれば売り手に不利になる
労働力商品を集団的に取引することによって，売
り手（労働者）と買い手（企業）の対等性を確保
する組織であり，政治学的には産業民主主義の担
い手としての政治的機能，社会学的には自然発生
的な助け合いの慣行を含みもつ「可視的ななか
ま」を意識的な居場所や帰属集団にしたものだと
整理する。労働組合には元来，コミュニティへの
奉仕者という面があり（Kaufman 2002），地域に
おける労働組合の役割を追求することが労働組合
の存在感を高めることになる（中村 2021）。つま
り，労働組合は多面的な顔をもっており，光の当
て方によって異なる顔を見せる。
　伝統的に企業別労働組合は長期雇用や年功賃金
とともに日本的雇用システムの中核をなす仕組み
だと理解されてきた（仁田・久本 2008）。しかし，
有期雇用やパートタイムで働く人が増え，成果主
義やジョブ型の人材マネジメントによる処遇決定
が広がり，雇用システムは変容している（濱口 
2021）。2023 年には転職希望者が労働組合加入者
を上回り，企業内に閉じた労使関係から外部労働
市場に開いた労使関係への拡張も必要になってい
る（中村 2024a, 2024b）。労働組合には公共的・社
会的な性質があるため，雇用形態によらずあらゆ
る労働者のために運動を行うべきであり （呉 2011；
三井 2022），労働組合が果たすべき社会性とは何
かという問いも提起されている（中村 2024c）。

Ⅱ　社会関係資本理論

１　労働組合の社会的役割

　労働組合の社会的役割については「社会関係資
本（ソーシャル・キャピタル）」や「社会運動ユニ
オニズム」という角度から研究されてきた。
　社会関係資本理論の第一人者である Putnam

（2000）は，社会関係資本を「個人間のつながり，
すなわち社会的ネットワーク，互酬性の規範およ
びそこから生じる信頼性である」と定義する。

Putnam（2000）は，労働組合やクラブ，宗教団
体などを社会的関係資本ととらえ，個人の幸福や
社会の健全性を高めるためには社会関係資本の充
実が重要だと提唱する。労働組合は社会関係資本
として，個人と社会の結節点となり，孤独・孤立
を防ぎ，市民参加を促すことが期待されている

（U.S. Department of the Treasury 2023）。
　一方，社会運動ユニオニズムでは，労働組合を
労働条件の改善や職場の課題解決のアクターとし
てだけでなく，環境問題や市民運動といった社会
課題解決のアクターととらえる（Waterman 1993；
Suzuki 2012）。社会運動では問題解決に向け影響
力を増強する過程で，コミュニティとの関わりや
組織同士の連帯をともなうことが多いため，社会
運動ユニオニズムの研究では労働組合のネット
ワークに焦点を当て（Waterman 1993），社会関係
資本の概念を用いた考察も行われている（Grote 
and Wagemann 2018）。
　これらが示すように，社会関係資本理論は労働
組合の社会的役割を論じる理論的支柱になりえ
る。しかし驚くべきことに，これまで日本の労働
組合について社会関係資本理論にもとづく研究は
行われていない。

２　社会関係資本の構造

　社会関係資本にはさまざまな定義や類型が存在
する。稲葉（2016）はそれらを包括して「社会関
係資本の樹」に構造化した。「社会関係資本の樹」
を一部改変した図 1 を元に，社会関係資本の 4 種
の区分を紹介しよう。
　第一に，社会関係資本はミクロ・メゾ・マクロ
のレベルに区別される。ミクロレベルは個人のつ
ながり，メゾレベルはグループの内外のネット
ワーク，マクロレベルは社会全般の社会関係で 
ある。この区分は経済学の「私的財」「クラブ財」

「公共財」という概念からも解釈できる（稲葉 
2011）。
　第二に，社会関係資本は「結束型（bonding）」

「橋渡し型（bridging）」「連結型（linking）」に大
別される。結束型は同じ属性やバックグラウンド
が似通った人々を結びつけ，橋渡し型は異なる属
性やバックグラウンドの人々を結びつける。連結
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型は異なる階層間を結びつけるもので，橋渡し型
の一種である。なお，結束型，橋渡し型，連結型
は排他的な概念ではなく，「結束型であり橋渡し
型でもある」というように，1 つの主体が複数の
特徴をもちえる（Szreter and Woolcock 2004）。ま
た，稲葉（2016）は結束型・橋渡し型を個人レベ
ルの類型として説明しているが，グループ同士の
橋渡しや，社会・グループ・個人という垂直方向
の連結も議論されている（澤田 2018）。
　第三に，社会関係資本の「信頼」は，個人やグ
ループなど相手を特定する「特定化信頼（partic- 
ularized trust）」と，見知らぬ人や社会全般に対
する「一般的信頼（generalized trust）」に区別さ
れる（Uslaner 2002）。
　第四に，社会関係資本の「互酬性」は，人を助
ければいつかは誰かが助けてくれるといった，お
互い様の規範である「一般的互酬性（generalized 
reciprocity）」と，個人やグループを限定して持
ちつ持たれつだとする「特定化互酬性（particu- 
larized reciprocity）」に区別される（Warren 1999）。
　社会関係資本はこのように複数の要素で構成さ
れる。個人のネットワークが張り巡らされるとグ
ループ内に規範や信頼が醸成されるので，社会関
係資本を論じる場合は，個人とグループの双方を
同時に対象とすることになる（稲葉 2021）。

Ⅲ　研究の枠組み

１　労働組合と社会関係資本

　では，社会関係資本の枠組みを用いると労働組
合はどう見えるのか。結束型社会関係資本は，内
向きの志向をもち，排他的アイデンティティと集
団の等質性を強化するため，特定の互酬性を安定
させる。対して，橋渡し型社会関係資本は，外部
資源との連携や情報伝播に優れ，より広いアイデ
ンティティや互酬性を生み出す。橋渡し型はプラ
スの外部効果をもたらす可能性が高いのに対し，
結束型は内集団への強い忠誠心を作り出すことに
より外集団への敵意を生み出すことがあるため，
負の外部効果を生じやすい（稲葉 2011）。
　Nissen and Jarley（2005）は，労働組合は社会
的ネットワークを通じて社会関係資本を強化する
ことで再活性化できると主張する。伝統的な日本
的雇用慣行のもとでの正社員中心の労働組合は，
長期雇用を最重視しているため，使用者との協調
を志向し，なかには癒着的・従属的な労使関係も
存在する。正社員の待遇を維持・向上するため
に，正社員以外の労働者を受け入れない「労労対
立」も生じている。よって，結束型社会関係資本
の特徴を強く有している。しかし，労働者を取り

図 1　社会関係資本の構造

出所：稲葉（2016）「社会関係資本の樹」を元に筆者一部改変

マクロレベル

（社会全体への対応）

メゾレベル

（グループ内・グループ間）

ミクロレベル

（
グ
ル
ー
プ
平
均
）

一
般
的
信
頼

（
グ
ル
ー
プ
平
均
）

特
定
化
信
頼

（個人）

結束型（高）

橋渡し型（高）

結束型（高）

橋渡し型（高）

結束型（高）

橋渡し型（高）

一般的信頼（個人レベル）
一般的互酬性（個人レベル）

特定化信頼
特定化互酬性

特定化信頼
特定化互酬性



75

論　文　社会関係資本としての労働組合

No. 775/Special Issue 2025

巻く環境が変化し，労働市場も流動化するなか
で，橋渡し型社会関係資本の重要性が高まってい
る（リクルートワークス研究所 2022）。労働組合は
内向きから外向きに姿勢を改めていく必要がある
とも指摘されてきた（松浦・水町・中村 2022）。し
たがって，労働組合を橋渡し型社会関係資本とし
てとらえ直すことで，これまで見逃してきた労働
組合の一面を掘り起こせる可能性が高い。
　日本の伝統的な労働組合は結束型社会関係資本
の典型であり，労働組合のあり方が特段変わらな
いのであれば，あえて社会関係資本理論を持ち出
して議論するまでもなかったのだろう。逆にいえ
ば，今日，環境変化により労働組合の改革や進化
が問われるようになったからこそ，橋渡し型社会
関係資本という別の側面からとらえ直す必要が生
じたのである。そこで本研究では，労働組合が労
働条件向上などの伝統的な守備範囲の外側で，社
会関係資本としてどのように機能しているのか検
討する。

２　分析の枠組み

　前述したように，橋渡し型社会関係資本は，個
人同士を結びつけるだけでなく，個人・グルー
プ・社会のレベルを縦断してネットワークを形成
することがある。そこで本研究では，労働組合と
いうグループを通じて，組合員が個人のネット
ワークを広げる事象と，組合員が社会活動に参加
するという事象を考察する。
　具体的には，前者としては労働組合を通じた組
合員の私的な出会いを，後者としては労働組合を
通じた災害ボランティアという社会貢献活動への
参加に着目する。このようなメゾレベルのグルー
プによる，ミクロレベルの個人の水平方向の橋渡
しと，ミクロレベルからマクロレベルへの垂直方
向の橋渡しという両極端なケースを取り上げるの
は，これまで検討されてこなかった橋渡し社会関
係資本としての労働組合の機能を明らかにするた
めである。個人の出会いについては中村（2024d），
社会貢献活動への参加については中村（2024e）
の聞き取りを二次分析することで考察を行う。

Ⅳ　労働組合を通じた「出会い」

１　パートナー探し

　まず，労働組合を通じた，労働者の私的なネッ
トワークの拡大について論じよう。具体的には，
最も私的なネットワークである結婚に向けたパー
トナー探しに着目する。近時，未婚率が上昇し結
婚が社会課題になっている。例えば 30 代の単身
者の半数近くが結婚を望んでいるが（内閣府 
2021），経済的不安や時間の制約に加え，出会い
の少なさも結婚の阻害要因になっている（東京商
工会議所 2024）。労働組合には若い組合員が多く，
賃金や労働時間の改善に取り組んでいることはよ
く知られているが，さまざまな交流イベントを行
い，その活性化に腐心している組合が多いことは
あまり知られていない。梅崎（2024b）は，労働
組合にとってレクリエーション活動は補足的活動
と考えられがちで，形骸化しつつあるが，実は組
合活性化や人材育成において重要な役割を果たし
ており，再興させる必要があると指摘する。そこ
で，中村（2024d）が聞き取りを行った，労働組
合による婚活イベントに関して考察する。
　婚活イベントは，単組や産別労組の地域支部に
よるものや，労働福祉協議会（労福協）や地域協
議会（地協），地方連合会が単独または連携して
行っているものがある。地方連合会は 47 都道府
県別に設けられた連合系労働組合の地方組織で，
産別労組の地域支部の役員などが運営を担ってい
る。地協はきめ細かな運動のために設置された地
方連合会の下部組織で，全国に 281 ある。労福協
は労働組合だけでなく生活協同組合等を含む労働
者福祉に関わる緩やかな協議体である。労福協の
役員・委員は，地方連合会や地協の役員・委員と
兼任していることが多いため，3 組織の連携はか
なり緊密である。中村（2024d）は 2 単組，4 地域
組織に聞き取りを行っているが，その構造は概ね
共通することから，本稿では地域組織の取り組み
を取り上げる。紙幅に制約があるため，聞き取り
の詳細は表 1 にまとめ，要点のみ紹介する。
　聞き取りを行ったのは大分県，山口県，香川
県，新潟県の地域組織である。香川県は 1998 年
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」

ホ
テ

ル
で

開
催

「
恋

GO
パ

ー
テ

ィ
」

ホ
テ

ル
会

場
で

の
立

食
パ

ー
テ

ィ
だ

け
で

な
く

，
一

次
会

で
ラ

フ
テ

ィ
ン

グ
や

ボ
ウ

リ
ン

グ
を

行
い

，
二

次
会

で
懇

親
会

を
行

う
こ

と
も

あ
っ

た
。

ハ
ロ

ウ
ィ

ン
や

ク
リ

ス
マ

ス
と

重
ね

る
こ

と
も

。
内

容
は

そ
の

年
の

青
年

・
女

性
委

員
会

で
自

由
に

企
画

し
て

い
る

。

「
連

コ
ン

」
内

容
は

年
に

よ
っ

て
異

な
る

。
20

15
年

ケ
ー

キ
作

り
，

20
16

年
ボ

ウ
リ

ン
グ

，
20

17
年

バ
ス

ツ
ア

ー
，

20
18

年
写

真
撮

影
・

フ
ォ

ト
コ

ン
テ

ス
ト

，
20

19
年

ボ
ウ

リ
ン

グ
。

一
緒

に
何

か
体

験
し

た
後

に
懇

親
会

を
行

う
。

費
用

負
担

会
費

制
＋

地
区

労
福

協
と

中
部

地
協

が
運

営
費

の
一

部
を

負
担

会
費

制
＋

地
協

が
運

営
費

の
一

部
を

負
担

※
岩

国
は

か
つ

て
は

岩
国

市
の

結
婚

促
進

事
業

の
補

助
金

を
利

用
し

て
い

た
が

現
在

は
利

用
な

し
会

費
制

＋
地

方
連

合
会

が
一

部
費

用
負

担
会

費
制

＋
労

福
協

が
運

営
費

の
一

部
を

負
担

※
年

に
よ

っ
て

は
労

働
金

庫
等

か
ら

も
助

成
あ

り

参
加

資
格

大
分

地
区

労
福

協
会

員
（

組
合

員
）

で
，

概
ね

35
歳

以
下

で
パ

ー
ト

ナ
ー

不
在

の
方

。
年

齢
に

つ
い

て
は

，
各

構
成

組
織

内
で

組
織

さ
れ

て
い

る
「

青
年

委
員

会
」

の
基

準
を

参
考

と
し

て
設

定
（

40
代

の
参

加
者

あ
り

）。

岩
国

…
20

16
年

は
組

合
員

限
定

，
20

17
年

以
降

は
山

口
県

「
や

ま
ぐ

ち
結

婚
応

援
団

」
に

登
録

し
一

般
女

性
か

ら
の

参
加

も
受

付
。

初
婚

に
限

ら
な

い
。

対
象

年
齢

は
年

に
よ

っ
て

異
な

る
（

25
～

35
歳

／
25

～
45

歳
な

ど
）。

光
…

組
合

員
に

限
定

基
本

は
組

合
員

だ
が

，
企

画
に

よ
っ

て
同

伴
者

を
認

め
る

年
も

あ
る

。
年

齢
制

限
は

な
い

年
も

あ
る

年
（

22
～

35
歳

等
）

も
あ

る
。

40
代

も
参

加
し

て
い

る
。

参
加

者
数

男
性

30
女

性
16

※
セ

ク
シ

ャ
ル

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

の
方

も
希

望
が

あ
れ

ば
参

加
で

き
る

。

岩
国

…
20

16
年

：
男

性
30

女
性

30
／

20
17

年
：

男
性

20
女

性
10

／
20

18
年

：
男

性
25

女
性

25
／

20
23

年
：

男
性

10
女

性
10

50
～

20
0

名
（

男
性

6：
女

性
4

く
ら

い
に

な
る

こ
と

が
多

い
）

45
～

22
5

名
（

男
女

の
割

合
は

ほ
ぼ

同
じ

）

募
集

方
法

構
成

組
織

の
地

域
組

織
を

通
じ

て
加

盟
単

組
に

展
開

。
あ

わ
せ

て
，

SN
S

を
活

用
し

組
織

内
外

に
周

知
。

自
主

参
加

が
主

だ
が

，
一

部
，

地
区

労
福

協
幹

事
会

役
員

や
中

部
地

協
幹

事
会

役
員

を
通

じ
て

声
が

け
を

行
っ

て
い

る
。

地
協

の
青

年
委

員
会

が
各

単
組

に
募

集
文

書
を

出
し

て
，

各
単

組
か

ら
の

希
望

者
を

募
る

。
文

書
だ

け
で

集
ま

り
が

悪
い

場
合

は
，

組
合

役
員

が
個

別
に

声
を

か
け

る
。

岩
国

は
，「

や
ま

ぐ
ち

結
婚

応
縁

セ
ン

タ
ー

」
の

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

等
で

も
募

集

地
方

連
合

会
の

青
年

委
員

会
・

女
性

委
員

会
を

通
じ

て
，

加
盟

産
別

に
伝

達
し

，
そ

こ
か

ら
す

べ
て

の
単

組
に

展
開

全
体

に
発

信
し

幅
広

く
募

集
し

て
い

る
が

，
実

態
と

し
て

は
準

備
・

実
行

委
員

会
の

委
員

の
出

身
組

織
に

偏
る

傾
向

が
あ

る
。

準
備

委
員

会
は

地
協

の
青

年
女

性
委

員
会

等
の

委
員

等
が

兼
任

し
て

い
る

こ
と

が
多

く
，

出
身

組
織

中
心

に
声

を
か

け
る

た
め

。
ケ

ー
キ

作
り

な
ど

は
自

発
的

参
加

者
が

沢
山

集
ま

っ
た

。

成
果

イ
ベ

ン
ト

後
に

つ
い

て
は

追
跡

し
て

い
な

い
が

，
パ

ー
テ

ィ
ー

中
に

参
加

者
同

士
で

LI
N

E
交

換
等

を
行

っ
て

い
た

様
子

で
あ

っ
た

。

〇
岩

国
…

カ
ッ

プ
ル

成
立

　
20

16
年

5
組

／
20

17
年

7
組

／
20

18
年

8
組

／
20

23
年

3
組

等
，

全
28

組
。

内
，

6
組

が
成

婚
光

…
出

会
い

の
場

を
提

供
す

る
だ

け
で

，
カ

ッ
プ

ル
の

成
立

数
等

は
追

い
か

け
て

い
な

い
。

〇
出

会
い

の
場

の
創

出
に

よ
っ

て
，

ほ
ん

の
わ

ず
か

だ
が

，
地

域
の

人
口

増
加

に
つ

な
が

っ
た

可
能

性
が

あ
る

。
〇

企
画

運
営

を
通

じ
て

青
年

委
員

会
の

委
員

の
連

帯
感

が
高

ま
っ

た
。

〇
カ

ッ
プ

ル
が

成
立

し
た

と
聞

い
て

い
る

が
数

字
で

の
記

録
は

残
っ

て
い

な
い

。
二

次
会

等
，

パ
ー

テ
ィ

の
後

は
参

加
者

に
委

ね
る

。
〇

パ
ー

テ
ィ

で
知

り
合

い
，

絆
が

横
に

広
が

っ
て

い
く

。
昔

の
参

加
者

は
カ

ッ
プ

ル
に

な
る

こ
と

を
目

指
し

て
い

た
が

，
最

近
は

グ
ル

ー
プ

で
盛

り
上

が
っ

て
楽

し
む

こ
と

が
増

え
て

い
る

。

イ
ベ

ン
ト

後
に

つ
い

て
は

追
跡

し
て

い
な

い
。

表
1　
労
働
組
合
が
主
催
・
連
携
す
る
婚
活
イ
ベ
ン
ト
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地
域

大
　

分
山

　
口

香
　

川
新

　
潟

実
施

理
由

労
働

組
合

に
よ

っ
て

男
女

比
率

が
大

き
く

異
な

る
の

で
，

出
会

い
に

関
す

る
ニ

ー
ズ

が
あ

る
。

と
く

に
他

社
・

異
業

種
の

人
と

交
流

し
た

い
と

い
う

ニ
ー

ズ
が

強
い

。

岩
国

は
事

業
開

始
時

に
，

人
口

減
少

と
い

う
社

会
課

題
に

対
し

て
婚

活
事

業
を

行
う

，
そ

れ
を

通
じ

て
組

合
員

間
の

相
互

交
流

を
は

か
り

深
め

て
い

く
こ

と
を

目
的

に
す

る
と

う
た

っ
た

文
書

を
発

出

家
と

職
場

と
の

往
復

だ
け

で
出

会
い

が
な

い
の

で
，

出
会

い
の

場
を

労
働

組
合

と
し

て
続

け
て

ほ
し

い
と

い
う

声
が

多
く

あ
る

。

産
別

に
よ

っ
て

性
別

に
偏

り
が

あ
り

，
男

女
の

出
会

い
が

少
な

く
て

未
婚

者
が

多
い

た
め

，
出

会
い

の
場

に
対

す
る

ニ
ー

ズ
が

あ
っ

た
。

位
置

づ
け

〇
地

区
労

福
協

と
し

て
，

人
生

設
計

の
流

れ
に

沿
っ

て
「

で
あ

い
・

ふ
れ

あ
い

・
あ

ん
し

ん
」

を
テ

ー
マ

に
，

そ
れ

ぞ
れ

を
支

援
す

る
イ

ベ
ン

ト
を

開
催

。「
で

あ
い

」
は

結
婚

支
援

，「
ふ

れ
あ

い
」

は
家

族
と

の
ふ

れ
あ

い
，「

あ
ん

し
ん

」
は

資
産

形
成

等
に

関
す

る
イ

ベ
ン

ト
〇

企
画

時
，

出
会

い
イ

ベ
ン

ト
は

「
男

女
の

出
会

い
」

な
の

か
「

若
者

の
交

流
」

の
場

な
の

か
は

っ
き

り
さ

せ
る

必
要

が
あ

る
と

な
っ

た
。

役
員

か
ら

パ
ー

ト
ナ

ー
と

の
出

会
い

を
求

め
て

い
る

声
が

多
い

と
い

う
意

見
が

あ
っ

た
こ

と
，

若
者

の
交

流
は

別
の

場
（

中
部

地
協

の
次

世
代

リ
ー

ダ
ー

研
修

会
等

）
で

は
か

る
こ

と
が

で
き

る
の

で
，

地
区

労
福

協
は

原
点

に
返

り
「

で
あ

い
」

の
場

と
し

た
。

〇
地

方
連

合
会

・
地

協
と

し
て

は
，

①
人

材
育

成
（

次
世

代
の

組
合

役
員

の
育

成
と

し
て

青
年

委
員

会
の

自
主

的
な

企
画

を
推

奨
し

て
お

り
，

そ
の

一
環

），
②

地
域

に
お

け
る

労
働

組
合

・
連

合
の

浸
透

（
労

働
組

合
が

地
域

の
な

か
で

役
立

ち
，

認
知

さ
れ

る
存

在
に

）
と

し
て

取
り

組
ん

で
い

る
。

〇
地

協
内

に
若

い
世

代
に

よ
る

主
体

的
な

地
域

活
動

で
よ

い
，

労
働

組
合

費
を

つ
か

っ
て

婚
活

支
援

イ
ベ

ン
ト

を
す

る
の

は
ど

う
か

と
い

う
賛

否
両

論
あ

る
。

地
協

内
で

は
前

者
を

重
視

し
て

継
続

し
て

い
る

。

〇
「

恋
GO

パ
ー

テ
ィ

」
は

遊
び

や
出

会
い

が
前

面
に

出
て

い
て

労
働

組
合

の
色

が
薄

い
。

セ
ミ

ナ
ー

な
ど

他
の

動
員

的
な

活
動

に
比

べ
て

，
参

加
し

や
す

い
活

動
に

し
て

い
る

。
〇

な
か

に
は

結
婚

支
援

に
組

合
費

を
投

じ
る

の
は

ど
う

な
の

か
と

い
う

意
見

が
あ

る
。

し
か

し
，

青
年

・
女

性
委

員
会

で
企

画
し

，
費

用
も

含
め

て
執

行
委

員
会

で
承

認
し

，
加

盟
組

織
に

発
信

し
て

い
る

の
で

，
大

き
な

不
満

の
声

は
な

い
。

〇
次

世
代

を
担

う
若

者
が

労
働

組
合

や
労

働
運

動
に

興
味

を
も

つ
き

っ
か

け
の

ひ
と

つ
と

位
置

づ
け

て
い

る
。

労
働

組
合

を
堅

苦
し

く
感

じ
，

興
味

を
も

っ
て

い
な

い
若

者
に

，
楽

し
い

経
験

を
通

じ
て

ア
ピ

ー
ル

し
た

い
。

結
婚

支
援

で
は

な
い

が
，

青
年

女
性

委
員

会
で

は
横

の
つ

な
が

り
，

交
流

の
た

め
の

イ
ベ

ン
ト

を
続

け
て

い
る

。
〇

地
協

は
人

の
つ

な
が

り
を

大
切

に
し

て
，

人
の

寄
り

や
す

い
，

労
働

組
合

の
ほ

う
を

向
い

て
も

ら
え

る
活

動
を

展
開

し
て

き
た

い
。

労
働

組
合

が
行

う
意

義

2
つ

の
安

心
感

が
あ

る
。

参
加

者
は

労
働

組
合

の
あ

る
し

っ
か

り
し

た
企

業
や

組
織

に
所

属
し

て
い

る
／

信
頼

の
お

け
る

組
合

役
員

か
ら

の
声

が
け

に
よ

る
参

加
で

あ
る

。

意
図

し
た

わ
け

で
は

な
い

が
，

参
加

側
か

ら
す

る
と

後
ろ

に
労

働
組

合
／

連
合

が
あ

る
こ

と
に

よ
る

，
参

加
し

や
す

さ
や

信
用

，
安

心
感

，
人

物
保

証
が

あ
る

。
親

世
代

に
話

を
す

る
と

「
安

心
だ

か
ら

ど
ん

ど
ん

行
き

な
さ

い
」

と
な

る
。

知
ら

な
い

職
種

・
業

種
の

人
と

出
会

い
，

交
流

が
で

き
る

。「
横

の
つ

な
が

り
」

を
広

げ
ら

れ
る

の
は

労
働

組
合

（
連

合
）

な
ら

で
は

と
喜

ば
れ

る
。

労
働

組
合

で
あ

れ
ば

参
加

者
の

素
性

な
ど

が
保

証
さ

れ
，

一
般

的
な

合
コ

ン
に

比
べ

て
，

わ
か

り
や

す
く

，
安

心
し

て
参

加
で

き
る

。

課
題

○
当

初
は

参
加

者
が

集
ま

ら
ず

，
動

員
が

必
要

 
な

イ
ベ

ン
ト

に
な

る
の

で
は

と
い

っ
た

懸
念

が
あ

っ
た

。
○

パ
ー

テ
ィ

内
で

マ
ッ

チ
ン

グ
は

実
現

し
な

か
っ

た
。

当
日

の
進

行
に

あ
た

り
，

カ
ッ

プ
ル

成
立

に
む

け
た

仕
組

み
づ

く
り

や
演

出
を

，
よ

り
積

極
的

に
行

っ
て

も
よ

い
と

考
え

て
い

る
。

〇
地

協
の

青
年

委
員

会
の

委
員

長
や

事
務

局
長

が
交

代
す

る
と

知
見

や
熱

量
が

引
き

継
が

れ
な

い
。

〇
婚

活
ア

プ
リ

の
利

用
者

が
増

え
て

い
る

の
で

，
労

働
組
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催
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図 2　パートナー探しにおける労働組合の橋渡し

から，山口県は 2016 年から，大分県は 2024 年か
ら婚活イベントを行っている。新潟県は 2015 年
から行っていたが，コロナ禍が発生した 2020 年
以降は開催していない。婚活イベントの内容は，
レストランやホテルでの立食パーティ，料理作り
やボウリングなど何らかの活動を一緒に行った後
で懇親を深めるなどさまざまである。いずれも参
加者から参加費を徴収しているが，イベント費用
の一部を地域組織が負担しているため，予算規模
に応じて参加者数を設定しており，男女合わせて
30 名の会から 200 名の会まである。参加者は地
域組織に加盟している産別労組やその傘下単組の
組合員である。募集は組合の情報展開ルートや
SNS に告知を掲載して行うが，集まりが悪い場
合は企画委員が個別に声をかけたりもする。イベ
ント後，交際に発展したか，結婚に至ったかまで
は，ほとんど捕捉していないが，個別に次回開催
を期待する声や交際・結婚の報告を受けている。
なお，事後を捕捉している山口県岩国地区では，
毎年，イベントに参加した男女の 1/4 から 1/5 が
成婚している。
　労働条件改善のための諸活動に比べると，婚活
支援は労働組合にとって副次的活動である。それ
でもこうしたイベントが全国で行われてきたの
は，組合員のなかに出会いに対するニーズがある
からである。業種や職場によっては労働者の性別
に大きな偏りがあり，他社・他業種の人と出会い
たい，交流したいというニーズがある。労働組合
主催のイベントは，アプリや合コンによる出会い

に比べて，相手の素性や働き方が想像でき，変な
ことが起きにくいという安心感がある。この点は
聞き取りを行ったすべての組織が指摘しており，
組合主催イベントの大きな利点となっている。ま
た，地域組織が行う婚活イベントでは，企業・業
種の壁を越えて人と出会えるため，「横のつなが
りを広げられるのは労働組合（地域組織）ならで
は」といった評価もされている。参加者も組合活
動という共通点があるため，初対面でも盛り上が
りやすい。
　婚活支援の位置づけは組織によって異なる。山
口は「人口減少という社会課題に対して婚活事業
を行う，それを通じて組合員間の相互交流をはか
り深めていくことを目的にする」を掲げ，大分は
組合員の人生のフェーズを「であい・ふれあい・
あんしん」に分け，それぞれに即したイベントを
行っている。対して，香川や新潟の地域組織は，
労働組合の人材育成や活性化の一環として，担当
者同士の横のつながりづくりを重視した取り組み
である。

２　社会関係資本に関する考察

　では，婚活支援イベントを通じた出会いは，社
会関係資本理論のネットワーク，信頼，互酬性の
観点からどうとらえられるのか。その関係を図 2
にまとめた。
　婚活支援では，組合員のなかに会社や業種を越
えた出会いを望む声があり，複数の産別労組が加
盟する地域組織が音頭を取ることで，それを実現
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している。組合員は所属労働組合とのネットワー
クを通じてイベント情報を入手し，所属労働組合
への特定化信頼から，他の労働組合やその組合員
に対しても特定化信頼を投影し，信頼・安心でき
る場だとみなし，イベントに参加する。イベント
参加時点では，組合員 a と組合員ｂの間の特定化
信頼は，グループレベルの労働組合を介するあい
まいなものであり，個人レベルの確たるものでは
ない。しかし，イベントを通じて相手の人となり
に触れ，互いに惹かれ合うと，組合員 a と組合員
ｂの間に個人レベルの特定化信頼と特定化互酬性
が生まれ，ネットワークが形成される。
　組合員 a と組合員ｂのネットワーク形成におい
て要となるのが，組合 A と組合 B のネットワー
クである。労働組合の規範意識は同型性が高いう
え（中村 2024c），組合 A と組合 B は日頃の活動
を通じて特定化信頼が形成されており，さらに自
組織だけでは支援できない組合員のパートナー探
しを，連携によって実現するという特定化互酬性
が生じている。つまり，労働組合は自らのネット
ワークを利用して，組合員の出会いに関する橋渡
しを実現しているのである。
　ただし，ここで疑問が生じる。組合員 a から組
合員 b のネットワーク形成は本当に「橋渡し」
なのだろうか。なぜなら，組合Ａと組合Ｂを別の
組織と区別すれば，組合員 a から組合員 b の
ネットワークは橋渡しとみなせるが，組合Ａも組
合Ｂもどちらも同じ労働組合だと考えれば，労働
組合の内部でネットワークを構築したことになる
からだ。社会関係資本研究では，集団の単位を例
えば，市→県→国と引き上げていけば，下位集団
では外部に存在した相手が，上位集団では内部に
含まれるという構造が常につきまとう。したがっ
て，社会関係資本では結束型と橋渡し型を分ける
集団の境界線をどこに引くかが問われるのである。
　組合員のパートナー探しにおいては，組合員が
普段出会えない他組織の組合員とつながったとい
う点では，労働組合は橋渡し型社会資本関係とし
て機能しており，一方で，労働組合のコミュニ
ティに閉じたネットワーク形成を促しているとと
らえれば，結束型社会関係資本として機能してい
ることになる。

Ⅴ　労働組合を通じたボランティア

１　連合救援ボランティア

　次に，労働組合が労働者を社会貢献活動に橋渡
ししている例として，災害時のボランティア活動
を取り上げる。阪神・淡路大震災以降，連合傘下
の労働組合がどのようなボランティア活動を行っ
てきたのかについて聞き取りと文献調査を行った
中村（2024e）を二次利用する。
　労働組合は昔から，地震や台風などの大規模災
害発生時には，組合内部でカンパを募り，被災地
に救援物資を送り，助けに駆けつけてきた（連合
総合生活開発研究所 1997）。以前は各組織が個別に
対応していたが，戦後最大規模の被害が発生した
1995 年の阪神・淡路大震災と 2011 年の東日本大
震災を経て，ナショナルセンターである連合は全
国規模でボランティアを派遣する仕組みを構築し
た。阪神・淡路大震災では 5 カ月間でのべ約 5 万
4000 人，東日本大震災では半年間で 3 万 4549 人
がボランティア活動を行った。東日本大震災では
組織的な人員派遣としては自衛隊等に次ぐ大規模
なものであり（連合 2012），社会的意義の大きな
活動となっている。2024 年の能登半島地震への
対応でもこの仕組みを踏襲している。
　東日本大震災における連合救援ボランティアの
構造をまとめたのが図 3 である。この活動は 4 種
のネットワークの総体として機能している。第一
に，都道府県別に設置されている地方連合会が被
災地の自治体やボランティアセンターを運営する
社会福祉協議会と連携・調整し，全国から集まる
ボランティアのためのベースキャンプ（宿泊施設）
を設置する。第二に，ナショナルセンターである
連合が地方連合会と産別労組をまとめ，どの地域
にどの産別労組がどれだけの期間，何人のボラン
ティアを派遣するかを調整する。第三に，各地域
のボランティア活動は，産別労組とそこに加盟す
る単組が連携して遂行する。宿泊施設の運営やボ
ランティアの受け入れも担当産別が行う。第四
に，組合員は単組を通じて，加盟産別の担当地域
で活動する。このように連合，地方連合会，産別
労組，単組が縦横に連携することで，数カ月にわ
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たり安定したボランティア活動を展開する。
　こうした仕組みが必要なのは，大規模災害では
被災地と支援者を結びつけ，支援活動を実行する
難易度と負担が非常に大きいからである。災害時
は，甚大な被害への迅速な対応と，個人の善意を
結びつけ，有効に機能させるためのコーディネー
ション機能が必要不可欠だが，それを担う行政や
社会福祉協議会が被災しているため，支援ニーズ
を整理し，援助を受け入れ，調整することが困難
を極める（内閣府 2018）。個人側からしても，災
害ボランティアでは被災地に負担をかけないよ
う，飲食・宿泊・移動を含めて自己完結が求めら
れるため，単身で参加することは容易ではない。
連合救援ボランティアであれば，移動手段や宿泊
場所，飲食は組織が手配し，労働組合の仲間とと
もに活動できるため参加の障壁が低くなる。単組
や産別労組，地方連合会にとっても，災害の場所
や規模によっては単独でのボランティア派遣を実
施・維持することが難しく，別の仕組みが必要と
なる。
　連合救援ボランティアでは，産別労組の役員，
職員，単組の役員，組合員という順で参加者を広
げる。初期は「動員型」であり，後続のための環
境整備や安全確保も兼ねている（連合・連合兵庫 
2005）。活動が軌道に乗り安定すると，一般組合
員の活動希望者を受け入れる。阪神・淡路大震災
も東日本大震災も，活動希望者が宿泊施設の収容
可能人数を上回ることが続き，救援ボランティア
の実施では，宿泊施設の確保が要諦との申し送り

がなされている。
　被災地にとって労働組合による組織的なボラン
ティアは，活動の人数と期間が保証され，調整や
対応の一部を労働組合に委託できる。さらに組織
的な統制のもとで，ボランティアひとりひとりが
創意工夫してくれる。そのため，労働組合のボラ
ンティア活動は被災地から高く感謝・評価されて
きた（市民・連合ボランティアネットワーク 1997；
連合 2012）。個人に対しても，この仕組みがなけ
れば参加できなかった人にボランティア活動の機
会を提供するものとなっている。

２　社会関係資本に関する考察

　労働組合の災害ボランティアを，社会関係資本
のネットワーク，信頼，互酬性という観点から整
理しよう。
　連合救援ボランティアは，個人と単組，単組と
産別労組，産別労組と地方連合会，地方連合会と
自治体という 4 種のネットワークをつなぐこと
で，個人に対し被災地でのボランティア活動への
アクセスを提供する。会社員は主婦・主夫や自営
業者などの他の属性に比べて，ボランティア活動
に対する意欲はあっても実際には活動できておら
ず（内閣府 2016），その原因は，時間的融通の難
しさや情報の不足，費用負担の重さ，一緒に参加
する人がいない，ボランティア受け入れ団体に対
する不信感などである（内閣府 2022）。連合救援
ボランティアであれば，所属組合を介して，費用
負担も少なく，他の労働組合の仲間とともに活動

図 3　連合救援ボランティアのネットワーク構造
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できる。また，ボランティア受け入れ団体に対す
る不信感もない。したがって，労働組合という信
頼できるグループのネットワークが，個人のネッ
トワーク拡張に寄与している。
　互酬性については，労働組合は相互扶助の連帯
であり（Webb and Webb 1897），労働組合加入者
はそうでない者に比べて，寄付やボランティア活
動を行う割合が高いことがわかっている（Zullo 
2011）。したがって助け合い・支え合いの規範意
識が，組合員をボランティア活動に駆り立ててい
る可能性が高い。とくに救援ボランティアの初動
フェーズは動員型であり，産別労組の役員や職員
は自発的意思ではなく業務の一環として被災地に
赴いている。これは個人の自発的意思性を前提と
する本来のボランティアの姿ではなく，忌避され
るべき事態にもかかわらず（中山 2007），組合内
部に大きな批判や不満はなく，むしろ「より早
く，より大規模に支援活動を展開したい」との声
が上がり，使命感をもって取り組んでいる。
　活動場面では，被災地やボランティア参加者の
安心を大切にしている。「労働組合から一定期
間・一定人数，派遣されることがわかれば，ボラ
ンティアセンターは安心して作業を任せられる」

「被災地で組合員が安心してボランティア活動で
きるようにする」といった語りが残っている。実
際は，安心だけでなく，相手（被災者）への配
慮，安全の確保，問題の発見，組織統制を維持し
たうえでの創意工夫，活動を重ねていくなかでの
改善，留意事項や教訓の引継ぎなど，労働組合が
平時，職場活動で重視していることがボランティ
ア活動でも随所に見られる。これは，組合員が所
属組合で培った規範意識を，被災地の活動で発揮
していることに他ならない。
　さらに災害ボランティアでは，組合員同士の

「顔合わせ・心合わせ・力合わせ」が生まれる。
「顔合わせ・心合わせ・力合わせ」は連合結成時
の合言葉で，今も多くの労働組合が大切にしてい
る。被災地で顔を合わせ，一緒に力を合わせるこ
とで，心が通い合うという。東日本大震災で陣頭
指揮をとった X 氏は，加入組合を越えた組合員
の共有体験と心の通い合いが，組合組織を強く
し，労働組合の社会的プレゼンスをあげていくと

語る。労働組合の災害ボランティアは，個人を社
会活動に結びつけるという垂直方向へのアクセス
の延伸だけでなく，組合員同士という個人レベ
ル，労働組合同士というグループレベルでの水平
方向の結束を強め，労働組合の存在感を高める活
動になっているのである。
　このように災害ボランティアは，労働組合が社
会的関係資本として効果的に機能した社会貢献活
動である。労働組合が個人を社会活動に橋渡しす
る過程で，グループレベルのネットワークの拡張
と結束を基盤にしているところに大きな特徴が 
ある。

Ⅵ　労働組合らしさ

１　総　括

　ここまで，個人の私的な出会いと社会貢献活動
への参加において，労働組合が社会関係資本とし
てどのように機能しているのか概観した。その結
果，いずれの場合も労働組合は橋渡し型社会関係
資本としても機能していることが明らかになっ
た。とりわけ，水平方向，垂直方向いずれの橋渡
しにおいても，労働組合同士の結束が要となって
いることが判明した。つまり労働組合の社会関係
資本は，個人レベルの強固なネットワークの上に
グループレベルのネットワークが搭載されている
のではなく，グループレベルの強固かつ広範な
ネットワークが，時として個人のネットワーク形
成に寄与するという構造になっている。こうした
構造になるのは，ユニオンショップ制の労働組合
が 7 割近く（厚生労働省 2023），個人の自発的意
思による組合加入よりも組織としての組合存続が
先行し，かつ，労働組合の規範意識が似通ってい
るからだろう。
　日本では企業別労働組合が大半を占めるため，
組合員にとって労働組合の内と外の境界線は，
もっぱら同一企業かそうでないかの所に引かれて
いる。組合員の数が力の源泉である労働組合は，

「内向きの姿勢を外向きにあらためるべきだ」と
言われても（松浦・水町・中村 2022），それが組合
員を外部に流出させ，組織力を低下させるのであ
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れば，労働組合はその方向に舵を切れない。しか
し，本研究の発見は，組合員にとっての内と外の
境界線は，所属企業（組合）の外側に，労働組合
同士の連帯による境界をつくることで二重化でき
ることを意味する。
　婚活支援を行っているある単組は「労働組合の
価値は交流にある」として，10 年前から他の労
働組合との交流と組合員同士の交流に力を入れて
いる。別の単組は，「単独でできることには限界
がある。組合の持続可能性を高めるために，思い
を同じくする他の労働組合と一緒に活動したい」
と，他組合との共同イベントを拡大させている

（中村 2024d）。他方，組合内部のレクリエーショ
ン活動は形骸化し，見直しが求められている（梅
崎 2024b）。したがって，これまでに単独で行っ
ていた組合活動の一部を他の組合と合同開催にす
ることで，組合を活性化できる可能性がある。こ
れにより，労働組合は活動を外に開き，かつ，組
合員の内にとどめることができる。

２　研究の貢献と課題

　本研究の貢献は，伝統的な説明と理解があまり
に強固で，新たな知見が乏しいままとなっている
労働組合について（守島 2023），今までとは異な
る角度から光を当てたことである。労働組合研究
と社会関係資本研究はどちらも膨大な研究蓄積が
あるにもかかわらず，そのどちらにおいても見過
ごされてきた社会関係資本としての労働組合に着
目したことに大きな特徴がある。その結果，労働
組合は社会的な存在意義があり，とりわけ，今日
の日本社会で重要な役割の一翼を担っていること
が明らかになった。
　しかし，本研究は出会いと社会貢献活動という
組合活動の一部を分析にしたにすぎない。労働組
合に対する語りや認識をアップデートするために
は，職場の人間関係や政治に関する他の組合活動
も社会関係資本理論にもとづき再考する必要があ
る。相互扶助の連帯であり，個人と国家の間に位
置する中間集団である労働組合は社会関係資本理
論と相性がよく，社会関係資本の研究知見を還流
することで，労働組合にとっての新たな示唆を得
ることができる可能性が高い。そうした取り組み
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